
暮らしやすさは、
住む場所から
～中古住宅を活用し、かしこく暮らす～

ワクワクも便利もすぐそばに。

まちなか・公共交通沿線住宅補助制度のご案内

富 山 市
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補助額
上限 1万円／月 （最長3年間）

（家賃月額から勤務先の住宅手当を控除した額と 1 万円を比較して少ない方の額）

主な要件

・ 「まちなか」 の民間賃貸住宅に住所があること

・転居前の住所が、 「まちなか」 以外であること

・ 「子育て世帯」 または 「若年単身世帯でまちなかの賑わい創出に寄与する取り組みを行う者」 のいずれかに

　該当すること

・居住する者の合計所得月額が４４万５千円以下であること　等

補助額
上限 1万円 / 月 （最長3年間）

（家賃月額から勤務先の住宅手当を控除した額と 1 万円を比較して少ない額）

主な要件

・ ひとり親等の認定を受けていること

・ 「公共交通沿線居住推進補助対象地区」 の民間賃貸住宅に住所があること

・転居前の住所が、 「まちなか」 又は 「公共交通沿線居住推進補助対象地区」 以外であること

・転居後にひとり親等になった場合は、 賃貸借契約日がひとり親等になった日から６か月以内であること

・居住する者の合計所得月額が４４万５千円以下であること　等

まちなか住宅家賃助成事業

ひとり親家庭等家賃助成事業

「まちなか」 以外から 「まちなか」 の民間賃貸住宅へ転入又は転居された 「子育

て世帯」 や 「若年単身世帯」 に家賃を助成します。

「公共交通沿線居住推進補助対象地区」 以外から 「公共交通沿線居住推進補助対

象地区」 の民間賃貸住宅へ転入又は転居されたひとり親等に家賃を助成します。

市民向け沿線まちなか

上乗せ事業者向け

市民向け沿線まちなか

上乗せ事業者向け

※少なくとも６ヶ月以上居住することが

必要

※新規入居後、 １年ごとに３年間補助

申請が可能 （３回）

※少なくとも６ヶ月以上居住することが

必要

※新規入居後、 １年ごとに３年間補助

申請が可能 （３回）
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補助額

まちなか 公共交通沿線

除却 除却費の1/2（上限500万円）

建設 50万円/戸（上限2,500万円） 35万円/戸（上限1,750万円）

主な要件

・ 敷地面積３００㎡以上

・住戸数は２戸以上

・住戸専用面積は５５㎡以上

・旧耐震建築物又は空き家等の除却を2戸以上含むこと

・建築基準法第５３条の規定よりも１０％厳しい建蔽率とする

・敷地面積の１０％以上の公開空地を設置 （まちなかのみ） ※５００㎡以上の敷地のみ

・ 建築物の高さ （まちなか居住環境指針に適合すること）

・ 主要構造部 （耐火構造又は準耐火構造）

・ 台所、 収納設備、 水洗便所、 洗面設備、 浴室及び居室を備えた住宅

・劣化対策、 維持管理対策、 温熱環境 ・ エネルギー消費量性能、 高齢者への配慮などの項目について、

　日本住宅性能表示基準 ( 国土交通省） に適合した住宅

・ エレベーターの設置 （地上階数４以上の住宅のみ）　等

補助額

まちなか 公共交通沿線

除却 除却費の1/2（上限500万円）

建設 70万円/区画（上限7,000万円） 50万円/区画（上限5,000万円）

主な要件

・ 開発区域において、 本市の方針に合致したまちづくりの目標を設定すること

・開発区域の面積が 1000㎡以上であること

・旧耐震建築物又は空き家等の除却を2戸以上含むこと

・土地の用途は全区画住宅用途 （一戸建て専用住宅用地又は併用住宅用地） とする

・住宅用途の敷地面積は 1区画 150㎡以上であること

・住宅用途の区域内において、 店舗、 事務所等その他これに類する用途が住宅と並存する建築物については、

　住宅部分の床面積が2分の 1を占めるものとすること

・区域内の新設道路には消雪施設を設置すること　等

共同住宅建設促進事業

宅地再構築促進事業

「まちなか」 「公共交通沿線居住推進補助対象地区」 で旧耐震建築物又は空き家等

を2戸以上除却し、 一定水準以上の共同住宅を建設する事業者に補助します。

「まちなか」 「公共交通沿線居住推進補助対象地区」 で旧耐震建築物又は空き家等

を2戸以上除却し、 一定水準以上の宅地開発を行う事業者に補助します。

市民向け沿線まちなか

上乗せ事業者向け

市民向け沿線まちなか

上乗せ事業者向け

※竣工の前年度９月までに事前相談が必要
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空き家等利活用支援事業

隣接する土地を取得し、 一体利用することで狭小地や無接道状態を解消し、 その

敷地に存在する空き家を改修又は除却する場合に補助します。

市民向け沿線まちなか

上乗せ事業者向け

市民向け沿線まちなか

上乗せ事業者向け

市民向け沿線まちなか

上乗せ事業者向け

補助対象

経費

・ 測量費等 （測量、 登記、 仲介手数料）

・ 空き家の改修又は除却費

補助額

【測量等】 対象経費の１／２ （上限３０万円）

【改修 ・除却】 対象経費の１／２ （上限５０万円）

※対象の空き家等が 「まちなか」 または

　「公共交通沿線居住推進事業補助対象区域」 内にあり、

　かつ申請者が子育て世帯の場合は改修 ・除却の上限 80 万円

主な要件

・ 隣接地または自己所有地に空き家が存在すること

・隣接地または自己所有地が狭小地、 無接道地であり、 隣接地を

　取得することで、 無接道状態を解消し１５０㎡以上の敷地とすること

・取得後１０年以上一体で敷地を活用すること

補助額
１０万円／戸

※対象の空き家等が 「まちなか」 または 「公共交通沿線居住推進事業補助対象区域」 内にある場合は 30 万円

主な要件

・ 空き家の譲渡所得の３０００万円特別控除の適用のための 「被相続人居住用家屋等確認書」 の発行を受けること

・物件価格が８００万円以下であること （消費税相当額は含まない）

・ 令和８年４月１日以降に譲渡を行ったもの

補助額
３０万円／戸　

※成約した空き家等が 「まちなか」 または 「公共交通沿線居住推進事業補助対象区域」 内にある場合は 50 万円

主な要件

・ 富山市空き家情報バンクの登録後１年経過していること

・富山市空き家情報バンクに登録した当初の売買価格が８００万円以下であること

・売買にかかる所有権移転登記が完了していること

・当該空き家等の買主が早期に当該空き家等の活用及び適正な管理を行うことができるよう努めること

空き家等流通促進奨励金

空き家情報バンクサポート奨励金

相続した空き家を一定期間内に改修又は除却し、 その空き家又は除却後の跡地を

低廉な価格で売却した場合に奨励金を交付します。

富山市空き家情報バンクに登録された空き家等の所有者をサポートする事業者に

対し、 奨励金を交付します。

2m未満

空き家あり

土地

自己所有地 （無接道）

道　路

（活用例）

※R9.4から本奨励金

制度は見直し予定
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